
－資料①－



○ＮＩＳＡ期間終了時の3つの選択肢

120万円

120万円

120万円

120万円

100万円

100万円

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023年

○○万円

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026年

　　　（注）ＮＩＳＡ口座終了時の時価が移管先での「取得価額」となる。

　　　　　∴　ＮＩＳＡ終了時に値上がりしている場合・・・移管後に譲渡した際の値上がり益分のみ課税されＮＩＳＡの非課税メリットを享受できる。

　　　　　　　 ＮＩＳＡ終了時に値下がりしている場合・・・移管後に値が回復して譲渡した際には“利益なき課税”が生じる場合あり

  （例1）　100万円投資、ＮＩＳＡ終了時160万円、課税口座で170万円で譲渡→10万円（課税）

  （例2）　100万円投資、ＮＩＳＡ終了時 70万円、その後100万円まで値が回復し、課税口座で100万円で譲渡→30万円（利益なき課税）

    　　※（例2）のような“利益なき課税”を避けるためには②（ロールオーバー）を適用し、その後５年間の中で値動きをみて売却する。

課税口座

①売却して売却資金を使う

②翌年の非課税枠に移管

（ロールオーバー）

再び５年間非課税に

③課税口座に移管して投資を継続

－資料②－



－資料③－



ＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化

【現行】   一般ＮＩＳＡ    つみたてＮＩＳＡ 【改正案】 成⾧投資枠 つみたて投資枠

年間投資上限額 120万円（注1） 40万円 年間投資上限額 240万円 120万円

非課税保有期間

（注4）

600万円 800万円 生涯非課税限度額

（総枠）

（5年×120万円） （20年×40万円） （注5） １，２００万円（内数）

口座開設期間 10年間（注2） 20年間（注3） 口座開設期間

上場株式 一定の 上場株式・投資信託等（注6） 積立・分散投資に

ETF・REIT 公募株式 ※安定的な資産形成に繋がる投資商品に絞り込む 適した一定の

公募株式投資信託等 投資信託 観点から、高レバレッジ投資信託などを対象から除外 投資信託

対象年齢 対象年齢

（注1）平成26年、平成27年は100万円

（注2）平成26年（2014年）～令和5年（2023年）

（注3）平成30年（2018年）～令和19年（2037年）

（注4）非課税保有期間の無期限化に伴い、現行のつみたてＮＩＳＡと同様、定期的に利用者の住所等を確認し、制度の適正な運用を担保する。

（注5）利用者のそれぞれの生涯非課税限度額については、金融機関から既存の認定クラウドを活用して提出された情報を国税庁において管理する。

（注6）金融機関による「成⾧投資枠」を使った回転売買の勧誘行為に対し、金融庁が監督指針を改正し、法令に基づき監督及びモニタリングを実施する旨を大綱に明記する。

（注7）令和6年1月から施行予定の「新ＮＩＳＡ制度」については、その施行を見直し、今回の抜本的・恒久化した制度に移行する。

（注8）令和5年末までにジュニアＮＩＳＡにおいて投資した商品は、5年間の非課税保有期間が終了しても、所定の手続きをすることで、18歳になるまでは非課税措置が

   受けられることとなっているが、今回、その手続きを省略することとし、利用者の利便向上を図ることとする。

投資可能商品

現行制度との関係

最大非課税適用額

無期限化非課税期間

 令和５年末までに現行の一般ＮＩＳＡ及びつみたてＮＩＳＡ制度において投資した商品は

 新しい制度と別枠で、現行制度における非課税措置を適用

18歳以上

5年 20年

投資可能商品

１，８００万円

恒久化

１８歳以上

※簿価残高方式で管理（枠の再利用が可能）

選択制 併用可

－資料④－ 【出典：自民党税制調査会ほか】



【出典：経産省2022年12月経済産業関係税制改正】－資料⑤－



【出典：国土交通省　税制改正概要】－資料⑥－



【出典：国土交通省　税制改正概要】－資料⑦－



【出典：厚生労働省2022年12月令和5年度税制改正の概要】－資料⑧－



【出典：経済産業省2022年12月経済産業関係税制改正について】
－資料⑨－



【出典：経済産業省2022年12月経済産業関係税制改正について】－資料⑩－



【出典：経産省2022年12月経済産業関係税制改正】
－資料⑪－



【出典：経産省2022年12月経済産業関係税制改正】－資料⑫－



【出典：経産省2022年12月経済産業関係税制改正】－資料⑬－



　　【出典：経産省2022年12月経済産業関係税制改正】

※を付した部分は資本金3,000万円超1億円以下の法人の場合

－資料⑭－



【出典：経産省2022年12月経済産業関係税制改正】－資料⑮－



－資料⑯－ 【出典：厚生労働省2022年12月令和5年度税制改正の概要】



【出典：国土交通省　税制改正概要】－資料⑰－



【出典：経済産業省2022年12月経済産業関係税制改正について】
－資料⑱－



相続時精算課税制度の見直し

１．基礎控除の創設

課税（Ｃ）

課税（Ａ）

2,500万円

（非課税）

2,500万円

課税（Ａ） 課税（Ｃ）

基礎控除 基礎控除 基礎控除 基礎控除 基礎控除

Ｒ6年 Ｒ7年 Ｒ8年 Ｒ9年 Ｒ10年 Ｒ11年

☆令和6年1月1日以後に相続時精算課税適用者が特定贈与者から贈与により取得した財産に係るその年分の贈
与税については、課税価格から基礎控除110万円を控除できることとするとともに、特定贈与者の死亡に係
る相続税の課税価格に加算等をされる財産の価額は、上記の基礎控除をした後の残額となります。

２．災害による特例

令和6年1月1日以後に生ずる災害により、相続時精算課税適用者が特定贈与者から贈与による取得した一定
の土地又は建物が、その贈与の日から特定贈与者の死亡に係る相続税の申告書の提出期限までの間に一定の
被害を受けた場合には、特定贈与者の死亡に係る相続税の課税価格に加算等をされる財産の価額は、その贈
与の時における価額からその災害により被害を受けた部分に相当する額を控除した残額となります。

課税（Ｂ）

課税（Ｂ）

110万円

（精算課税選択） （相続発生）

毎年の基礎控除額及び非課税限度額を超えた贈

与は一律20％の贈与税

毎年の基礎控除額を超えた贈与のうち累計

2,500万円までは非課税

非課税分含め相続時精

算課税選択後の贈与財

産は相続財産に持ち戻

す。ただし、毎年の基

礎控除額110万円は持ち

戻さない。

－資料⑲－ 【出典：税理士法人髙野総合会計事務所】



生前贈与加算制度の見直し

670万円

770万円

▲100万円

Ｒ6年 Ｒ7年 Ｒ8年 Ｒ9年 Ｒ10年 Ｒ11年 Ｒ12年 Ｒ13年

相続又は遺贈により財産を取得した者が、その相続開始前7年以内にその相続に係る被相続人から贈与によ

り財産を取得したことがある場合には、その贈与により取得した財産の価額を相続税の課税価格に加算する

こととなります。ただし相続開始前3年以内に贈与により取得した財産以外の財産については、その財産の

価額の合計額から100万円を控除した残額が相続税の課税価格に加算されることとなります。なお、この改

正は令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る相続税について適用されることとなります。

※相続前贈与の加算期間は、3年後の令和9年1月1日から順次延長されることになります。

【①の例】令和  8年7月1日に亡くなった場合・・・相続前贈与の加算対象は令和5年7月1日以降に受けた贈与（＝3年間）

【②の例】令和  9年7月1日に亡くなった場合・・・相続前贈与の加算対象は令和6年1月1日以降に受けた贈与（＝3.5年間）

【②の例】令和10年1月1日に亡くなった場合・・・相続前贈与の加算対象は令和6年1月1日以降に受けた贈与（＝4年間）

【③の例】令和13年7月1日に亡くなった場合・・・相続前贈与の加算対象は令和6年7月1日以降に受けた贈与（＝7年間）

110万円 110万円 110万円 110万円 110万円 110万円 110万円

（相続発生）

合計100万円までは持ち戻しの対象外

相続開始前7年までの贈

与は基礎控除分も含め

相続財産に持ち戻す。

ただし、相続開始前3年

超～7年までの贈与贈与

は合計100万円までは持

ち戻しの対象外

贈与を受けた日 ３年

（従来どおり）

①３年以内加算

R6.1.1

（経過措置期間）

②３～７年以内加算（Ｒ6年1月1日から亡くなった日まで加算）

７年

（完全移行期間）

③７年以内加算

R9.1.1 R13.1.1亡くなった日

－資料⑳－ 【参考：税理士法人髙野総合会計事務所＆自民党税制調査会】



【出典：2022年12月内閣府参考資料】－資料㉑－



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【出典：厚生労働省2022年12月令和5年度税制改正の概要】－資料㉒－



【出典：経済産業省2022年12月経済産業関係税制改正について】－資料㉓－



【出典：経産省2022年12月経済産業関係税制改正】－資料㉔－



免税事業者の登録手続き見直し

① 課税期間の初日から登録を受けようとする場合（3月決算法人の場合）

 ▲

  登録

② 経過措置により課税期間の途中（登録希望日）から登録を受けようとする場合

 ▲

  登録

R5.10.1 R6.2.28 R6.3.17 R6.4.1

現行の提出期限

（1ヶ月前）
見直し後の提出期限

（15日前）

適格請求書発行事業者

課税期間の初日
課税期間の初日後に登録が完了した場合、課税

期間の初日に登録を受けたものとみなす
インボイス制度施行

R5.10.1 R6.1.17 R6.2.1

免税事業者 適格請求書発行事業者

登録希望日
希望日後に登録が完了した場合、

希望日に登録を受けたものとみなす
インボイス制度施行

申請書提出 申請書提出

申請書提出日

申請書提出

登録希望日（提出日から15日以後の日）を記載

－資料 － 【出典：速報税理2022.12.21号】



【出典：経産省2022年12月経済産業関係税制改正】－資料㉖－



【出典：経済産業省2022年12月経済産業関係税制改正について】－資料㉗－



【出典：国土交通省　税制改正概要】－資料㉘－

※特定複合観光施設区域整備法の規定により認定設置運営事業者のカジノ業務に係るものとして経理される課税仕入れ等については、仕入税額控除制度の適用を認めないこととし、
これに伴い所要の調整措置を講ずる。



高額な無申告に対する無申告加算税の割合引き上げ＆繰り返される無申告行為に係る無申告加算税等の加重措置

１．高額な無申告に対する無申告加算税の割合引き上げ

【現行と改正後の無申告加算税の割合】

増差税額 50万円以下 300万円超

現行措置 15%

改正案 同上 30%＊

 ※ 高額無申告を発生させたことについて納税者の責めに帰すべき事由がない場合は、このペナルティは適用されない。

   例えば、相続事案等で、他の相続人の財産が事後的に発覚した場合などが想定されているが、判断が難しい場面も出てくる

  であろう。

２．一定期間繰り返し行われる無申告行為に対する無申告加算税等の加重措置

同上

１０％加重

 現行の加算税率は、無申告行為を繰り返し行う者について一度に是正する場合、無申告行為が繰り返された回数に拘わらず一律になってい

る。そのため意図的に無申告を繰り返す者に対する牽制効果は限定的になっている。そこで繰り返し行わる悪質な無申告行為を未然に防止する

とともに自主的に申告を促し、納税コンプライアンスを高める観点から、前年度及び前々年度の国税について、無申告加算税又は無申告加算税

を課される者が行う更なる無申告行為に対して課される無申告加算税又は無申告重加算税を10％加重する。

 現行の制度では、期限後申告書の提出や決定等があった場合には、納税者に対して、その申告、更正又は決定に基づいて納付すべき税額に

15％（増差税額が50万円を超える部分は20％）の割合を乗じて計算した金額に相当する無申告加算税が課されることになっている。そこで、申

告納税制度の根幹を揺るがす重大な違反事項である無申告行為のうち善良な納税者の公平感を特に損なう恐れのあるものを未然に抑止するとい

う観点から、社会通念に照らして申告義務を認識していなかったとは言い難い規模の高額無申告については、納税額（増差税額）が300万円を

超える部分のペナルティとして無申告加算税の割合を30％に引き上げる。

50万円超～300万円超

20%

×1年 ×2年 ×3年

無申告 無申告 無申告 ＊繰り返し無申告行為

＊調査通知以後、かつ、調査があることにより更正・

決定があるべきことを予知する前にされた期限後又は

修正申告に基づく無申告加算税の割合は２５％

－資料 － 【出典：速報税理2022年12月21日】



【出典：経産省2022年12月経済産業関係税制改正】－資料㉚－


